
 

 

 

２０２６年２月２７日 

ＮＴＴ東日本株式会社 

 

 

「日本電信電話株式会社、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社に係る 

共同調達に関して講ずべき措置について（要請）」に基づく共同調達実施状況報告 

 

 

 令和７年度第３四半期（対象期間：令和７年１０月１日～同年１２月３１日）における

共同調達実施状況は以下のとおりです。 

 

項目 実績値 

共同調達案件数※１ ４件 

総調達額※２に占める共同調達額※３の割合 １％ 

※１．対象期間中に当社が調達した資材について、分離会社（ＮＴＴドコモビジネス株式会社、株式会社ＮＴＴドコ

モ、株式会社ＮＴＴデータ及びＮＴＴドコモソリューションズ株式会社）のいずれか１社以上と共同調達した案

件の数。ただし、ＮＴＴ－ＧＳがベンダ等との間で事前に締結した単価契約に基づく調達については、分離会社

が当該単価契約の対象資材を調達していない場合においても、共同調達と同様の効率化効果が得られることか

ら、当該調達案件を共同調達案件数として計上（対象期間中においては● 件計上） しています。 

※２．対象期間中に当社並びにアウトソーシング会社（株式会社ＮＴＴ東日本－南関東、株式会社ＮＴＴ東日本－関信

越、 株式会社ＮＴＴ東日本－東北、株式会社ＮＴＴ東日本－北海道、株式会社ＮＴＴ東日本サービス、株式会

社エヌ・ティ・ティ エムイー）が調達した、電子計算機及び関連装置、通信装置及び関連装置並びにこれらの

情報・通信機器において用いられるプログラムの調達額の総計。 

※３．当社が分離会社のいずれか１社以上と共同調達した額。ただし、ＮＴＴ－ＧＳがベンダ等との間で事前に締結し

た単価契約に基づく調達については、分離会社が当該単価契約の対象資材を調達していない場合においても、共

同調達と同様の効率化効果が得られることから、当該調達額を共同調達額として計上しています。 

 

また、上述の共同調達案件に含まれる主な資材の内容は以下のとおりです。 

 

資材の区分 主な資材の内容 

ソフトウェア パブリッククラウド 

サーバ系装置 データベースサーバ 

 

－以上 

 


